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会員規約 

一般社団法人 ICA インターナショナル文化交流協会 

 

第１章 総則 

第１条（目的） 

本規約は、一般社団法人 ICA インターナショナル文化交流協会（以下「当法人」といいます。）の定

款に基づき、当法人の会員の入会、退会、会費、権利義務その他会員に関する基本事項を定め、当法人

の円滑な運営を図ることを目的とします。 

第２条（適用範囲） 

本規約は、当法人の定款に定める正会員、賛助会員及びボランティア会員に適用します。 

第３条（定款との関係） 

本規約に定めのない事項については、当法人の定款、社員総会又は理事会の決議、その他当法人が別途

定める規程によるものとします。 

本規約の内容が定款に抵触する場合は、定款の定めが優先するものとします。 

 

第２章 会員の種別 

第４条（会員の種別） 

当法人の会員は、次の各号に掲げる３種とします。 

（１）正会員 当法人の目的に賛同して入会した個人をいい、一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律（以下「一般法人法」といいます。）上の社員とします。 

（２）賛助会員 当法人の目的に賛同し、当法人の活動を賛助するために入会した個人又は法人その他

の団体をいいます。賛助会員は、一般法人法上の社員ではなく、社員総会における議決権を有しません。 

（３）ボランティア会員 当法人の目的に賛同し、当法人の活動にボランティアとして参加するために

入会した個人を指します。ボランティア会員は、一般法人法上の社員ではなく、社員総会における議決

権を有しません。なお、当法人は、活動の性質に応じて、学生その他一定の属性を有する者を優先対象

として募集することができます。 

第５条（社員たる地位） 

正会員は、定款に基づき、一般法人法上の社員として社員総会に出席し、議決権を行使することができ

ます。 

２ 賛助会員及びボランティア会員は、社員総会における議決権を有しません。ただし、当法人が必要

と認めた場合には、社員総会、説明会、意見交換会その他当法人の会合に参加を認めることがあります。 

第６条（理事候補者の取扱い） 

当法人の理事候補者は、定款の定めに従い、正会員の中から社員総会の決議により選任されるものとし

ます。 
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２ 理事候補者が正会員でない場合は、あらかじめ当法人所定の入会申込みを行い、理事会の承認を得

て、正会員としての資格を取得しなければなりません。 

 

第３章 入会 

第７条（入会申込み） 

当法人の会員になろうとする者は、当法人所定の入会申込書又は当法人が指定する方法により、必要事

項を届け出たうえで、入会の申込みを行うものとします。 

第８条（入会の承認） 

正会員、賛助会員及びボランティア会員の入会は、当法人所定の申込みを受けた後、理事会の承認によ

り成立するものとします。 

当法人は、入会を承認した者に対し、書面、電子メールその他当法人が適当と認める方法により通知し

ます。 

第９条（入会不承認） 

当法人は、入会申込者が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、入会を承認しないことができ

ます。 

（１）入会申込書又は届出事項に虚偽、誤記、記載漏れがある場合 

（２）当法人の目的、事業又は活動方針に反するおそれがある場合 

（３）過去に当法人の会員資格を喪失し、又は除名されたことがある場合 

（４）当法人、会員又は第三者の名誉、信用、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

（５）反社会的勢力等に該当し、又は反社会的勢力等と関係を有すると当法人が判断した場合 

（６）その他、理事会が会員として不適当と認めた場合 

当法人は、入会を承認しない場合であっても、その理由を開示する義務を負わないものとします。 

 

第４章 会費等 

第１０条（入会金及び会費） 

正会員及び賛助会員は、別表に定める年会費を当法人に納入しなければなりません。 

ボランティア会員の年会費は無料とします。ただし、ボランティア活動への参加に伴い発生する交通費、

宿泊費、食費、現地で要する費用その他の実費は、原則としてボランティア会員本人の負担とします。 

前項にかかわらず、当法人が個別のボランティア活動について別途定めた場合は、その定めによるもの

とします。 

第１１条（会費の支払方法） 

会費の支払期限、支払方法その他会費に関する事項は、社員総会の決議又は当法人が別途定める会費規

程若しくは案内に従うものとします。 

振込手数料その他支払に要する費用は、会員の負担とします。 
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第１２条（会費の不返還） 

既に納入された入会金、会費、賛助会費その他の費用は、理由のいかんを問わず返還しないものとします。 

 

第５章 会員の権利 

第１３条（正会員の権利） 

正会員は、定款及び法令に従い、次の各号に掲げる権利を有します。 

（１）社員総会に出席し、議決権を行使する権利 

（２）当法人の事業及び活動に参加する権利 

（３）当法人が提供する情報、研修、イベント、交流機会その他の正会員向けサービスを利用する権利 

（４）その他、定款、本規約又は当法人が別途定める規程に基づく権利 

第１４条（賛助会員の権利） 

賛助会員は、次の各号に掲げる権利を有します。 

（１）当法人の事業及び活動に参加する権利 

（２）当法人が提供する情報、研修、イベント、交流機会その他の賛助会員向けサービスを利用する権利 

（３）当法人の活動を支援する者として、当法人が認める範囲で名称、ロゴ、掲載枠その他の特典を利用

する権利 

（４）その他、当法人が別途認める権利 

賛助会員に認める具体的な特典、表示方法、掲載条件その他の事項は、当法人が別途定めるものとします。

第１５条（ボランティア会員の権利） 

ボランティア会員は、次の各号に掲げる権利を有します。 

（１）当法人が募集又は指定するボランティア活動に参加する権利 

（２）当法人が必要と認める範囲で、研修、説明会、交流会その他の活動に参加する権利 

（３）その他、当法人が別途認める権利 

ボランティア活動への参加条件、活動内容、注意事項、保険加入の有無等については、活動ごとに当法

人が定めるものとします。 

 

第６章 会員の義務 

第１６条（会員の義務） 

会員は、次の各号に掲げる義務を負います。 

（１）定款、本規約その他当法人が定める規程を遵守すること 

（２）当法人の目的及び活動方針を尊重し、当法人の名誉又は信用を毀損しないこと 

（３）他の会員、役員、事務局、参加者その他関係者の権利利益を尊重すること 

（４）会費その他当法人に対して負担する費用を期限までに納入すること 

（５）当法人に届け出た情報に変更が生じた場合、速やかに届け出ること 
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（６）当法人の活動により知り得た非公開情報、個人情報、営業上又は運営上の情報を、当法人の承諾

なく第三者に開示又は漏えいしないこと 

（７）その他、当法人の円滑な運営のために必要な協力を行うこと 

第１７条（禁止事項） 

会員は、次の各号に掲げる行為をしてはなりません。 

（１）当法人の名誉又は信用を毀損する行為 

（２）当法人の目的又は事業に反する行為 

（３）当法人、会員、役員、事務局、参加者その他第三者に対する誹謗中傷、迷惑行為、ハラスメント

行為 

（４）当法人の承諾なく、当法人の名称、ロゴ、資料、写真、動画、成果物その他当法人に関する情報

を利用する行為 

（５）当法人の活動を利用した過度な営業、勧誘、政治活動、宗教活動又はこれに類する行為 

（６）法令又は公序良俗に反する行為 

（７）反社会的勢力等への利益供与その他これに関与する行為 

（８）その他、理事会が不適切と判断する行為 

 

第７章 届出事項の変更 

第１８条（届出事項の変更） 

会員は、氏名又は名称、住所、所在地、連絡先、代表者、担当者その他当法人への届出事項に変更が生

じた場合、速やかに当法人所定の方法により届け出るものとします。 

会員が前項の届出を怠ったことにより、当法人からの通知が不到達となり、又は会員に不利益が生じた

場合であっても、当法人は責任を負わないものとします。 

 

第８章 退会、除名及び資格喪失 

第１９条（退会） 

会員は、当法人所定の退会届を提出することにより、いつでも退会することができます。 

前項の場合、会員は、退会希望日の１か月以上前までに当法人に対して退会の予告を行うものとします。 

退会時点で未納の会費その他当法人に対する債務がある場合、会員は、退会後もその支払義務を免れな

いものとします。 

第２０条（正会員の除名） 

正会員が、当法人の名誉を毀損し、当法人の目的に反する行為をし、又は正会員としての義務に違反す

るなど、除名すべき正当な事由があるときは、社員総会の決議により、当該正会員を除名することがで

きます。 

第２１条（賛助会員及びボランティア会員の除名） 
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賛助会員又はボランティア会員が、当法人の名誉を毀損し、当法人の目的に反する行為をし、又は会員

としての義務に違反するなど、除名すべき正当な事由があるときは、理事会の決議により、当該会員を

除名することができます。 

第２２条（弁明の機会） 

当法人は、会員を除名しようとする場合、当該会員に対し、あらかじめ除名の理由を通知し、相当な期

間を定めて弁明の機会を与えるものとします。 

前項の定めは、会員の所在不明、連絡不能その他やむを得ない事情がある場合には適用しないことがあ

ります。 

第２３条（会員資格の喪失） 

会員は、次の各号のいずれかに該当する場合、その資格を喪失します。 

（１）退会したとき 

（２）死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は解散したとき 

（３）１年以上会費を滞納したとき 

（４）除名されたとき 

（５）総社員の同意があったとき 

（６）その他、定款又は本規約に基づき会員資格を喪失したとき 

第２４条（資格喪失後の取扱い） 

会員が資格を喪失した場合、当該会員は、会員としての一切の権利を失うものとします。 

会員資格の喪失後であっても、未払会費、損害賠償義務、秘密保持義務、個人情報保護義務その他性質

上存続すべき義務は、なお有効に存続するものとします。 

 

第９章 会員名簿及び個人情報 

第２５条（会員名簿） 

当法人は、会員の氏名又は名称、住所又は所在地、連絡先並びにその他必要な事項を記録した会員名簿

を作成し、管理します。 

第２６条（個人情報の取扱い） 

当法人は、会員から取得した個人情報を、個人情報の保護に関する法令及び当法人が別途定めるプライ

バシーポリシーに従い、適切に取り扱います。 

第２７条（個人情報の利用目的） 

当法人は、会員の個人情報を、次の各号に掲げる目的の範囲内で利用します。 

（１）会員管理、本人確認、連絡、通知のため 

（２）会費の請求、入金確認、領収書発行その他会計処理のため 

（３）当法人の事業、研修、イベント、説明会、交流会その他活動の案内、運営及び実施のため 

（４）会員向け資料、ニュースレターその他情報提供のため 
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（５）当法人の活動報告、広報、ウェブサイト、パンフレット等への掲載のため。 

（６）法令又は公的機関からの要請に対応するため 

（７）その他、当法人の目的達成及び円滑な運営に必要な範囲で利用するため 

２ 会員は、当法人活動中に撮影された写真、映像、音声等が、当法人の広報、報告書、ウェブサイト、

SNS その他の広報媒体に使用されることがあることを了承するものとする。但し、会員から事前に不同

意の申し出があった場合はこの限りでない。 

第２８条（第三者提供及び委託） 

当法人は、法令に基づく場合又は本人の同意がある場合を除き、会員の個人情報を第三者に提供しませ

ん。 

当法人は、会員管理、イベント運営、システム管理その他当法人の業務遂行に必要な範囲で、個人情報

の取扱いを外部に委託することがあります。この場合、当法人は、委託先に対し必要かつ適切な監督を

行うものとします。 

 

第１０章 知的財産、名称等の使用 

第２９条（知的財産権） 

当法人が作成又は提供する資料、文章、画像、動画、ロゴ、名称、プログラム、教材その他のコンテン

ツに関する著作権その他の知的財産権は、当法人又は正当な権利者に帰属します。 

会員は、当法人の事前の承諾なく、前項のコンテンツを複製、転載、配布、公衆送信、販売、改変その

他二次利用してはなりません。 

第３０条（当法人の名称等の使用） 

会員は、当法人の名称、略称、ロゴ、商標、活動名その他当法人を表示する名称等を使用する場合、事

前に当法人の承諾を得なければなりません。 

当法人は、会員による名称等の使用が不適切であると判断した場合、使用の中止、修正、削除その他必

要な措置を求めることができます。 

 

第１１章 活動参加、事故及び免責 

第３１条（活動への参加） 

会員は、当法人が実施する事業、研修、イベント、ボランティア活動その他の活動に参加する場合、当

法人が定める参加条件、注意事項、運営上の指示に従うものとします。 

第３２条（事故等への対応） 

会員は、当法人の活動中に事故、トラブル、体調不良その他の問題が発生した場合、速やかに当法人又

は当法人が指定する担当者に報告するものとします。 

当法人は、必要に応じて、活動の中止、参加制限、関係機関への連絡その他必要な措置を講じることが

できます。 
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第３３条（免責） 

海外活動に伴う渡航手続、査証取得、海外保険加入、現地法令遵守については、原則として参加会員の

責任において行うものとする。 

２ 当法人は、当法人の故意又は重過失による場合を除き、会員が当法人の活動に参加したこと又は参

加できなかったことにより生じた損害について、責任を負わないものとします。 

３ 会員間又は会員と第三者との間で生じた紛争、事故、損害その他の問題については、当該当事者間

で解決するものとし、当法人は責任を負わないものとします。ただし、当法人の責めに帰すべき事由が

ある場合はこの限りではありません。 

第３４条（損害賠償） 

会員が本規約、定款その他当法人が定める規程に違反し、又は故意若しくは過失により当法人、他の会

員又は第三者に損害を与えた場合、当該会員は、その損害を賠償する責任を負います。 

 

第１２章 反社会的勢力の排除 

第３５条（反社会的勢力の排除） 

会員は、自己又は自己の役員、実質的支配者、代理人若しくは関係者が、暴力団、暴力団員、暴力団関

係者、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者に該当しないこと、

及びこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有しないことを表明し、保証します。 

会員が前項に違反した場合、当法人は、何らの催告を要せず、当該会員の資格停止、除名その他必要な

措置を講じることができます。 

 

第１３章 規約の変更 

第３６条（規約の変更） 

本規約の制定、変更又は廃止は、定款の定めに従い、社員総会の決議により行うものとします。 

当法人は、本規約を変更した場合、当法人のウェブサイトへの掲載、電子メールによる通知その他当法

人が適当と認める方法により、会員に周知します。 

 

第１４章 準拠法及び管轄 

第３７条（準拠法） 

本規約の成立、効力、履行及び解釈については、日本法を準拠法とします。 

第３８条（協議） 

本規約に定めのない事項又は本規約の解釈に疑義が生じた場合、当法人及び会員は、誠意をもって協議

し、解決を図るものとします。 

第３９条（管轄） 
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本規約に関して訴訟の必要が生じた場合には、当法人の主たる事務所の所在地を管轄する地方裁判所又

は簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

 

附則 

第１条（施行日） 

本規約は、令和８年７月１５日から施行します。 

第２条（改廃） 

本規約の改廃は、定款の定めに従い、理事会の決議によるものとします。 

 

 

 

別表 会費 

本規約第９条に定める会費は、次のとおりとします。 

会員種別 対象 入会金 年会費 議決権 備考 

正会員 個人のみ なし 年額 12,000 円 あり 
一般法人法上の社員。 

入会は理事会承認。 

賛助会員・個人 個人 なし 年額 1 口 12,000 円より なし 1 口以上。 

賛助会員・法人 法人・団体 なし 年額 1 口 100,000 円より なし 1 口以上。 

ボランティア会員 個人学生のみ なし なし なし 
各ボランティア活動に参加可。交

通費・現地費用等は本人負担。 

 

 


